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山形県資源管理指針 

〔平成 23 年３月 30 日制定〕 

〔平成 23 年７月 11 日一部変更〕 

〔平成 27 年３月 30 日一部変更〕 

〔平成 31 年３月１日一部変更〕 
 

第１ 山形県の海洋生物資源の保存及び管理に関する基本的な考え方 

 

１．山形県の漁業概観 

   山形県は日本海北部に位置し、海岸線が単調で冬期間北西の季節風にさらされ

る海域であるため、養殖業は発展せず、従来から漁船漁業が主体となっている。

200海里時代を迎えるまでは中型さけます流し網漁業等の沖合漁業が中心だった

が、現在は、いか釣り漁業、べにずわいがにかご漁業以外には実質的な沖合漁業

の操業は行われておらず、小型底びき網漁業、さし網漁業、はえなわ漁業等の沿

岸漁業が主体となっている。 

     本県の漁獲量の推移をみると、1975 年の 19,398 トンから、1986 年に 7,667 ト

ンまで減少した後、やや回復傾向にあったが、2009 年以降は 5,700 トン～7,200

トン台で推移しており、2017 年は 5,740 トンとなっている。また、生産額につ

いては 1976 年の 7,085 百万円から、2,000 年には 3,195 百万円まで減少した後、

3,000 百万円前後で推移していたが、2009 年以降は 2,400 百万円～3,600 万円で

推移しており、2017 年の生産額は 2,903 百万円となっている（県漁協調べ、属

地統計）。 

   漁業種類別に全体の漁獲量に占める割合をみると、いか一本釣漁業が 1/3 強、

底びき網漁業が 1/3 弱で、残りの 1/3 を定置網漁業、かご漁業、はえなわ漁業、

採貝藻漁業、さし網漁業等が占めている。 

   魚種別の漁獲量をみると、沿岸と沖合を合わせたスルメイカが毎年 3,000 トン

前後の漁獲量で全体の３～４割を占め、次いでハタハタ、マダラ、タイ類、サケ、

ベニズワイ、ブリ、ホッコクアカエビなどとなっているが、多いものでも 500 ト

ン台で、本県の漁獲の特徴は、スルメイカを除いて漁獲量は少ないが魚種は多種

に亘る「少量多種」である。 
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２. 山形県の資源管理実態 

資源管理型漁業への取組み経過をみると、県漁協（漁業者）では 1989 年から

ヒラメ､マダイ､マガレイ､シロギス､イワガキを管理対象魚種に選定して、漁具の

目合拡大、全長制限、休漁日設定等の資源管理計画を策定し、実践してきた。 

1997 年１月からはＴＡＣ（漁獲可能量）制度が開始され、本県ではズワイガ

ニ、スケトウダラ、マアジ、スルメイカの４魚種について漁獲量の管理を実施し

ている。 

2003 年７月には日本海北部マガレイ・ハタハタ資源回復計画（期間：2012 年

3 月まで）が公表され、関係県（青森～富山）で 10％の漁獲努力量の削減措置を

実施した。本県では、マガレイについては、底びき網とさし網漁業者による休漁

期間や保護区域の設定による漁獲努力量の削減措置が実施され、またその担保措

置としてＴＡＥ（漁獲努力可能量）が設定された。ハタハタについては、底びき

網漁業者が目合拡大による小型魚保護を実施した。 

2007 年３月に公表されたスケトウダラ日本海系群資源回復計画（期間：2012

年３月まで）では、北海道から石川県にかけての日本海海域におけるスケトウ

ダラを漁獲対象としている漁業者のうち、北海道は沖合底びき網漁業、すけと

うだら固定式刺し網漁業及びすけとうだらはえ縄漁業、本州はスケトウダラを

漁獲対象としている漁業者により、「漁業経営を維持しつつ実施可能な最大限の

漁獲抑制措置をとることにより、資源の減少に歯止めをかける」ことを目標と

して各種取組みが実施されたが、実質的な削減措置は北海道を中心に実施され

ており、本県を含む本州日本海北部漁業においては、「現状の操業を維持し、漁

獲努力量が高まるような操業は行わないように努める」という内容での取組み

であった。 

また、山形県独自の取組みとして、2007 年３月に山形県シロギス資源回復計

画（期間：2011 年 3 月まで）、同年９月には山形県ヒラメ資源回復計画（期間：

2011 年 3 月まで）を策定し、遊漁者にも小型魚保護の啓発を行った。さらに 2008

年１月には山形県小型機船底びき網漁業（手繰第一種）包括的資源回復計画（期

間：2011 年 3 月まで）を策定して、水産資源の維持培養にとって重要な漁場で

ある「あら場」では目合を拡大して操業し、小型魚の保護を図った（計画の具体

的内容は後述）。 

 

３． 山形県の資源管理の方向性 

本県では、1965 年に県下の８地区漁協と２業種別漁協が合併し、山形県漁業

協同組合の一県一漁協体制となった。これにより、資源管理を含めた各種取組み

のほとんどが県下同一歩調で実施できるようになり、また、業種別団体等につい

ても一元化され指導も行き届くようになっている。このようなメリットを最大限

活かして今後も資源管理に取り組んでいくものとする。 

そのため、山形県漁業調整規則や許可内容、制限又は条件、山形海区漁業調整

委員会指示などの公的規制の遵守を徹底するとともに、ＴＡＣやＴＡＥ制度を着
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実に運用する。 

さらに、各種資源回復計画に基づいた取組みについても、資源管理指針・資源

管理計画体制に移行した 2011 年 4 月以降も継続し、漁業者が自主的に取り組ん

できた資源管理推進体制を堅持、実行しており、必要に応じて資源管理の対象魚

種・漁業種類、管理方法の見直しを行うものとする。 

これらの資源管理への取組みがより効果的かつ効率的に実施されるよう、県で

は関係機関と協力して積極的に支援することとする。 

そのため、行政においては、関係機関（漁業者）との情報交換を密にし、漁獲

状況や資源管理の実施状況を随時把握、確認する。水産試験場においては、引き

続き対象魚種の発生量や加入量調査、環境調査等を実施して資源状態を把握する

とともに、関係研究機関等と連携してその資源評価を行うものとする。 

また、資源管理対象種であるヒラメ等の種苗生産・放流への技術的支援やイワ

ガキ増殖場の造成など資源の積極的増大策を推進するとともに、漁業者が行う高

付加価値化や販路拡大などの経営改善の取組みを積極的に支援することによっ

て資源管理の取組みを後押しするものとする。 

さらに、遊漁者に対しては、産卵のため沿岸に来遊したハタハタの採捕手段の

制限及び全魚種を対象として火光釣りをする際の光力制限とともに、ヒラメ、シ

ロギスの小型魚保護の啓発を行っている。 

これらのことを踏まえ、県漁協及び関係団体や県の行政、研究機関等で構成さ

れる山形県水産資源管理協議会を組織し、資源管理実施状況の確認や資源管理の

対象魚種・漁業種類、管理方法の見直し等への提言を行うものとする。 

なお、本指針における公的管理措置とは、漁業関係法令に基づく各種規制（漁

業権行使規則及び海区漁業調整委員会指示並びに広域漁業調整委員会指示を含

む。）を指すものとするが、公的管理措置であっても従来自主的に実施されてい

た資源管理のための取組みであって、水産基本計画（平成 14 年３月閣議決定）

に基づく取組みが開始された平成 14 年度（2002 年度）以降にこれら公的管理措

置に移行したものについては、本指針においては、自主的取組みとみなし、取り

扱うものとする。 

 

 

第２ 海洋生物資源等毎の動向及び管理の方向 

【魚種別資源管理】 

１．ヒラメ 

（１）資源及び漁獲の状況 

   ヒラメの漁獲動向は、1994 年の 106 トンをピークに減少し、1998 年以

降 60 トン前後で推移していたが、2004 年以後増加し、2008 年には 98 ト

ンとなった。その後、減少傾向に転じ、2011 年からは 50 トン前後で推

移しており、2017 年の漁獲量は 46 トンで、近年ヒラメ資源は減少傾向

にあるものと推測される。 
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 なお、「平成 30 年度 我が国周辺水域の漁業資源評価」によれば、日

本海北・中部系群の資源水準は「低位」で動向は「横ばい」となってい

る。 

   ヒラメは、主に小型底びき網漁業とさし網漁業で漁獲されており、こ

の２漁業種類で漁獲量の約８割を占めている。これ以外にも、定置網漁

業やはえなわ漁業、一本釣り漁業などでも漁獲されている。 

 

（２）資源管理目標 

   近年漁獲量は減少傾向にあり、回復基調に転じさせることを目標とす

る。 

 

（３）資源管理措置 

近年漁獲量が減少傾向にあり、回復基調に転じさせるため、全漁業種

類を対象に全長制限（全長 30cm 以下）を継続するほか、関係漁業にお

いては漁業調整規則、許可内容、制限又は条件、漁業権行使規則を遵守

するとともに、これまでに山形県ヒラメ資源回復計画（2007 年 10 月公

表）に基づき実施してきた中間育成したヒラメ稚魚の適地放流及び放流

場所付近への保護区域の設置等についても引き続き取り組むこととす

る。 

    なお、ヒラメを漁獲している各漁業(小型底びき網漁業、さし網漁業、

はえなわ漁業、一本釣り漁業、定置網漁業)の具体的な取組みについては、

後述する漁業種類別の資源管理に従うこととする。 

        

２．マダイ 

（１）資源及び漁獲の状況 

   マダイを主体とするタイ類の漁獲動向は、1988年以降増加傾向にあり、

ここ 10 年間の漁獲量は 263 トン（2016 年）から 428 トン（2013 年）で

推移し、直近の５年間の平均漁獲量は 341 トンとなっている。2017 年の
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漁獲量は 302 トンで、近年タイ類の資源は高水準で安定しているものと

推測される。 

   タイ類は、主に底びき網漁業、ごち網漁業、はえなわ漁業により漁獲

されており、この３漁業種類で漁獲量の９割以上を占めている。これ以

外にも、定置網漁業、さし網漁業、一本釣り漁業などでも漁獲されてい

る。  

 

 

（２）資源管理目標 

  タイ類の漁獲量は近年安定しており、この状態を維持することを目標と

する。 

（３） 資源管理措置 

  タイ類については、近年漁獲量が安定して推移しているが、今後とも

この状況を維持するため、全漁業種類を対象に全長・体重制限（全長 15cm

以下・体重 50g 以下）を継続するほか、関係漁業においては、漁業調整

規則、許可内容、制限又は条件、漁業権行使規則を遵守するするととも

に、ごち網漁業においては、以下に示す資源管理措置に取り組む必要が

ある。 

  なお、ごち網漁業以外の各漁業(小型底びき網漁業、さし網漁業、はえ

なわ漁業、一本釣り漁業、定置網漁業)の具体的な取組みについては、後

述する漁業種類別の資源管理に従うこととする。 

ごち網漁業 

ごち網漁業においては漁業調整規則、許可内容、制限又は条件を遵守す

るほか、自主的措置として重点的に休漁日の設定に取り組む必要がある。 

また、上記のほか、小型魚の入網が多い時期にマダイを漁獲対象として

操業する時の袋網の目合拡大や小型魚の混獲が多い漁場の回避、保護区域

の設定など、資源の維持に必要な措置にも引き続き取り組む必要がある。 
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３．マガレイ 

（１）資源及び漁獲の状況 

    マガレイは卓越年級群である 1984 年級が漁獲対象となった 1986 年に

飛び抜けて多い 240 トン、翌 1987 年に 123 トンの漁獲量があったが、そ

の後は 100 トンを越える漁獲はなく、1993 年の 98 トンが最多となって

いる。ここ 10 年間では 29 トン（2016,2017 年）から 60 トン（2011 年）

で推移しており、近年マガレイの資源は低水準で推移しているものと推

測される。 

   なお、「平成 30 年度 我が国周辺水域の漁業資源評価」によれば、日

本海系群の資源水準は「低位」で動向は「減少」となっている。 

   マガレイを主対象魚種とする漁業は小型底びき網漁業とさし網漁業で

あり、この２漁業種類でほとんどを漁獲している。 

 

（２）資源管理目標 

  マガレイについては、近年漁獲量が低位にあることから、今後回復基

調に転じさせることを目標とする。 

（３）資源管理措置 

 近年漁獲量は低位であり、今後とも当該資源を持続的に利用していく

ためには、全漁業種類を対象とした全長・体重制限（全長 17cm 以下・体

重 50g 以下）を徹底するとともに、関係漁業（小型底びき網漁業、さし

網漁業）においては漁業調整規則、許可内容、制限又は条件、漁業権行

使規則を遵守するほか、日本海北部海域マガレイ・ハタハタ資源回復計

画（2003 年 7 月公表）に基づき実施してきた休漁期間と保護区域の設定

による漁獲努力量の削減措置等、後述する漁業種類別の資源管理に記載

された措置に従うこととする。 
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４．ハタハタ 

（１）資源及び漁獲の状況 

      ハタハタは 1975 年に 2,500 トンを漁獲して以降急激に減少を続け、

1990 年には 20 トン台まで減少したが、1992 年以降は回復傾向に転じて

増減しながら 1997 年に 100 トン台、2001 年には 400 トン台を漁獲し、

2004 年にはここ 30 年間では最も多い 721 トンの漁獲となった。その後

は減少傾向で推移しており、2017 年の漁獲量は 272 トン、ここ５年間の

平均漁獲量は 350 トンで、近年ハタハタ資源は減少傾向にあるものと推

測される。 

   なお、「平成 30 年度 我が国周辺水域の漁業資源評価」によれば、日

本海北部系群の資源水準は「中位」で動向は「増加」となっている。 

   山形県沿岸域のハタハタはもっぱら底びき網漁業で漁獲されているが、

資源が多いときは産卵接岸時期に、さし網漁業や定置網漁業でも漁獲さ

れることもある。 

 

（２）資源管理目標 

  近年漁獲量は減少傾向にあり、回復基調に転じさせることを目標とする。 

（３）資源管理措置 

近年漁獲量が減少傾向であるが、回復基調に転じさせるため、全漁業

種類を対象に全長制限（全長 15cm 以下）を継続するほか、関係漁業（底

びき網漁業、さし網漁業、定置網漁業）においては漁業調整規則、許可

内容、制限又は条件、漁業権行使規則を遵守するほか、日本海北部海域

マガレイ・ハタハタ資源回復計画（2003 年 7 月公表）に基づき実践して

きた目合規制やこれまで自主的に行ってきた休漁や体長制限など、後述

する漁業種類別の資源管理に従うこととする。 
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５．シロギス 

（１）資源及び漁獲の状況 

   シロギスの漁獲量は 1991 年まで 100～150 トン前後であるが、1992 年

以降 2～3 年毎に 20 トン単位で減少し、2000 年には 28 トンとなった。

その後も漁獲量は減少し、2009 年には 10 トンを割り込み、2017 年は 0.9

トンまで減少し、ここ５年間の平均漁獲量も 4.6 トンと、資源水準は極

めて低いものと推測される。 

    シロギスを主対象魚種とする漁業はきすさし網漁業であり、漁獲量が多か

った頃はこの漁業種類だけで山形県の年間漁獲量の 95％以上を漁獲して

いたが、近年は７～８割程度に低下している。 

 

 （２）資源管理目標 

   資源水準が低いことから、今後回復基調に転じさせることを目標とす

る。 

（３）資源管理措置 

   きすさし網漁業 

 近年漁獲量が激減しており、今後とも当該資源を持続的に利用していく

ためには、早急な資源回復が求められるため、全漁業種類を対象とした全

長制限を徹底するほか、きすさし網漁業においては漁業調整規則、許可内

容、制限又は条件を遵守するほか、山形県シロギス資源回復計画（2007 年

3 月公表）に基づき実施してきた休漁日の設定に重点的に取り組む必要が

ある。 

また、同資源回復計画で実施してきた漁業者による自主規制（全長制限

（全長 12cm 以下）、目合の拡大）と遊漁者による小型魚保護の徹底にも引

き続き取り組む必要がある。 

 

６．イワガキ 

（１）資源及び漁獲の状況 

     イワガキの漁獲量は、2002年までは 130～140トンで推移していたが、 

  需要の増加にともない採捕者が増え、2006 年には 300 トン弱の漁獲量と
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なった。しかし、それ以降は 2015 年を除いて減少が続き、2012 年に 202

トン、2013 年に 138 トン、2017 年には 55 トンとなった。 

   イワガキの漁獲は全量が採貝藻漁業によるものであるが、採貝藻専業

漁業者の外に、底びき網漁業の禁漁期間である７、８月に底びき網漁業

従事者による採捕も行われている。 

 

 （２）資源管理目標 

   資源は減少しているものと推測され、減少傾向の改善を目標とする。 

（３）資源管理措置 

   採貝藻漁業（イワガキ採取） 

 近年漁獲量の減少が著しく、今後とも当該資源を持続的に利用してい

くためには、計画的な資源回復が求められる。イワガキ採取においては、

後述する漁業種類別の資源管理に記載された措置に従うこととする。 

 

７．スルメイカ 

（１）資源及び漁獲の状況 

   索餌・産卵回遊で本県沖合や大和堆などに来遊するスルメイカを漁獲

し水揚げしているため、漁獲量の推移から資源状況を把握することは困

難であるが、漁獲の主体となる秋季発生系群の資源水準は「平成 29 年度 

我が国周辺水域の漁業資源評価」によれば、「中位」で動向は「減少」と

なっている。 

 小型いか釣り漁業では、山形県沖合が漁場となる６月～７月に主に漁

獲されるが、県内船よりも県外の許可船が多く、資源状態や漁場の形成

状態のほかに、他海域での漁獲状況、大きさ、単価などの要因で漁場を

選定するため、年によって漁獲量は大きく変動している。2008 年以降の

漁獲量は 575 トン（2015 年）～1,130 トン（2008 年）で推移しており、

この間の平均漁獲量は 841 トンとなっている。県内船に限ると漁獲量は

94 トン（2013 年）～260 トン（2012 年）で推移し、平均漁獲量は 160 ト
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ンとなっている。2017 年の漁獲量は 679 トンで、県内船 129 トンに対し

県外船 550 トンであった。 

 

 

（２）資源管理目標 

   漁獲量の年変動は大きいが、小型いか釣り漁業では 2008 年以降 500～

1,100 トン台で推移しており、近年の漁獲状況を維持することを目標と

する。 

（３）資源管理措置 

小型いか釣り漁業 

 近年漁獲量は安定しているが、今後とも当該資源を持続的に利用して

いくためには漁業調整規則、許可内容、制限又は条件を遵守するほか、

自主的措置として、重点的に休漁日の設定に取り組む必要がある。 

      また、上記措置の他に、漁業者間による光力上限規制や水揚量（箱数）

制限、操業時間、操業方法等の取り決めなど、その他の資源の維持増大

措置にも積極的に取り組む必要がある。 

     なお、他道県海域で操業する者にあっては、自県海域同様、当該海域

における公的規制を遵守し資源の維持増大のための措置にも積極的に取

り組む必要がある。 

  ８．ベニズワイ 
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（１）資源及び漁獲の状況 

   1995 年以降の漁獲量は、2002 年までは 500 トン台～700 トン台だった

が、2003 年に 400 トン台、翌 2004 年には 300 トン台に減少し、以後 300

トン台半ば～400 トン台半ばで推移している。2017 年の漁獲量は 426 ト

ンで、ここ５年間の平均漁獲量は 416 トンとなっている。 

   本県でベニズワイを漁獲対象としているのは、知事許可漁業で行われ

ているべにずわいがにかご漁業の１漁業種類のみである。 

 

（２）資源管理目標 

  近年漁獲量が低位で横ばいにあることから、今後回復基調に転じさせ

ることを目標とする。 

（３） 資源管理措置 

  べにずわいがにかご漁業 

近年漁獲量が低位にあり、今後とも当該資源を持続的に利用していく

ためには、計画的な資源回復措置が求められるため、漁業調整規則、許

可内容、制限又は条件を遵守するほか、自主的措置として、重点的に休

漁期間の設定に取り組む必要がある。 

 

９．クロマグロ 

（１）資源および漁獲の状況 

クロマグロは、1990 年代から数トンの漁獲があったが、15 年ほど前 

から 10 トン以上漁獲されるようになってきた魚種である。資源の状況に

ついては、北太平洋まぐろ類国際科学委員会は、2016 年の親魚資源量は

約 2.1 万トンで、1996 年から続いた減少傾向に歯止めがかかり、2010 年

以降、ゆっくりと回復傾向にあることが確認されたものの、依然として

資源状況は非常に低い水準にあるとしている。 

本県での漁獲量は年変動が大きく、漁獲規制が始まる前の 2005 年から 

の 10 年間では８トン（2010 年）～67 トン（2009 年）で推移しており、 

その間の平均漁獲量は 29 トンとなっている。 

主に、はえなわ漁業、一本釣り漁業により漁獲されており、それ以外
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では定置網漁業（大型定置、小型定置）などでも漁獲されている。 

 

 

 

 （２）資源管理目標 

近年の漁獲量は年変動が大きく、資源水準は低位、動向は減少と推

定れることから、資源の回復を目標とする。 

 （３）資源管理措置 

     当該資源の回復を図るため、関係法令、規則等を遵守してＴＡＣ管

理を行うとともに、自主的措置として、強度の資源管理に取り組む必

要がある。具体的な取組みについては、【漁業種類別資源管理】に記載

する。 

 

【漁業種類別資源管理】 

１．底びき網漁業（小型機船底びき網漁業） 

（１）漁獲の状況 

    底びき網漁業は、ヒラメ、マダイを主とするタイ類、マガレイ等のカ

レイ類、ハタハタ、マダラ、スケトウダラ、ホッコクアカエビ、ズワイ

ガニなどを主な対象魚種としている。2008 年以降の漁獲量は、1,403 ト

ン（2017 年）から 2,577 トン（2008 年）の間で推移し、平均漁獲量は

1,929 トンとなっているものの、2012 年以降は 2,000 トンを割り込んで

おり、回復基調に転じさせる必要がある。 

    底びき網漁業については、漁法の特性上、特定の魚種を選択的に漁獲

する操業は極めて稀なため、特定魚種を対象とした資源管理は困難であ

り、漁業種として包括的に資源管理に取り組む必要がある。 
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（２）資源管理措置 

  魚種別資源管理の項で記載した魚種毎の資源管理目標及びそれを達成

するための取組内容に従い、漁業調整規則、許可内容、制限又は条件を

遵守するとともに、自主的措置として重点的に休漁日の設定に取り組む

必要がある。 

    また、ヒラメ種苗の中間育成と適地放流、小型魚の入網が多い時期に

マダイを漁獲対象として操業する時の袋網の目合拡大やマダイ、マガレ

イ、ハタハタの小型魚の混獲が多い漁場の回避を行うなど、その他の資

源の維持増大措置、さらには、日本海北部海域マガレイ・ハタハタ資源

回復計画（2003 年 7 月公表）に基づき実施してきた休漁と保護区域の設

定（マガレイ）、目合規制（ハタハタ）による漁獲努力量の削減や、山形

県小型機船底びき網（手繰第一種）包括的資源回復計画（2008 年 1 月公

表）に基づき実施してきた、マガレイをはじめとした有用種の幼稚魚が

生息する「あら場」で操業する場合において、目合を拡大して幼稚魚を

保護する措置にも引き続き取り組む必要がある。 

    

２．さし網漁業 

（１）漁獲の状況 

    さし網漁業は、ヒラメ、マダイを主とするタイ類、マガレイ等のカレ

イ類、ハタハタ、シロギス、マダラ、メバル類、クルマエビなどを主な

対象魚種としている。2008 年以降の漁獲量は、147 トン（2017 年）から

295 トン（2008 年）の間で推移し、平均漁獲量は 210 トンとなっている。

1980 代後半以降減少傾向にあることから、減少傾向の改善を目標とする。 

    さし網漁業については、漁法の特性上、特定の魚種を選択的に漁獲す

る操業は稀なため、特定魚種を対象とした資源管理は困難であり、漁業

種として包括的に資源管理に取り組む必要がある。 
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（２）資源管理措置 

  魚種別資源管理の項で記載した魚種毎の資源管理目標及びそれを達成

するための取組内容に従い、漁業調整規則、許可内容、制限又は条件、

漁業権行使規則を遵守するとともに、自主的措置として重点的に休漁日

の設定に取り組む必要がある。 

また、上記措置のほかに、ヒラメ種苗の中間育成と適地放流、ヒラメ

の産卵期における泊網の制限による産卵親魚の保護、ヒラメ、マガレイ

の目合拡大による小型魚保護などその他の資源の維持増大措置、さらに

は、日本海北部海域マガレイ・ハタハタ資源回復計画（2003 年 7 月公表）

に基づいて実施してきた休漁期間の設定（鶴岡地区）と保護区域の設定

（酒田・飽海地区）にも引き続き取り組む必要がある。 

 

３．はえなわ漁業 

（１）漁獲の状況 

    はえなわ漁業は、ヒラメ、マダイを主とするタイ類、マダラ、アカム

ツ、メバル類、クロマグロ、トラフグ、サワラ、タコ類などを主な対象

魚種としている。2008 年以降の漁獲量は、166 トン（2017 年）から 407

トン（2009 年）で推移し、平均漁獲量は 280 トンとなっている。2009

年までは増加傾向にあったが、その後は一時的（2015 年、2016 年）に増

加することはあったが概ね減少傾向となっており、回復基調に転じさせ

る必要がある。 

    はえなわ漁業については、上記魚種などを時期に応じて選択的に漁獲

しているが、漁獲対象種によって操業期間や時間の制限など地先の漁業

者間の取り決めがあり、対象種毎の資源管理では複雑多岐に亘るため魚

種別の資源管理は事実上困難であることから、漁業種として包括的に資

源管理に取り組む必要がある。 
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（２）資源管理措置 

  魚種別資源管理の項で記載したヒラメ、マダイの資源管理目標及びそ

れを達成するための取組内容に従い、自主的措置として重点的に休漁日

の設定に取り組む必要がある。 

  また、資源水準の低下が顕著となっているクロマグロを対象として操

業を行う場合、休漁日の設定（強度資源管理）に取り組む必要がある。 

また、上記措置のほかに、操業期間や時間等に関する関係漁業者団体

等の取り決め事項を遵守するとともに、ヒラメ種苗の中間育成と適地放

流など、資源の維持に必要なその他の措置にも引き続き取り組む必要が

ある。 

 

４．一本釣り漁業 

（１）漁獲の状況 

    一本釣り漁業は、ヒラメ、マダイを主とするタイ類、ブリ類、メバル

類、サワラ、クロマグロなどを主な対象魚種としている。2008 年以降の

漁獲量は、71 トン（2017 年）から 117 トン（2009 年）の間で推移し、

平均漁獲量は 94 トンとなっている。近年は増減の幅はあるものの概ね横

ばい状態とみられることから、その状態を維持することを目標とする。 

    一本釣り漁業については、上記魚種などを時期に応じて選択的に漁獲

しているが、対象種毎の資源管理では複雑多岐に亘るため魚種別の資源

管理は事実上困難であることから、漁業種として包括的に資源管理に取

り組む必要がある。 
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（２）資源管理措置 

  一本釣り漁業においては、火光利用の光力制限（山形海区漁業調整委

員会指示第４号（2017 年 11 月 21 日）と魚種別資源管理の項で記載した

ヒラメ、マダイの資源管理目標及びそれを達成するための取組内容（全

長規制）を遵守するとともに、自主的措置として重点的に休漁日の設定

に取り組む必要がある。 

また、資源水準の低下が顕著となっているクロマグロを対象として操

業を行う場合、休漁日の設定（強度資源管理）に取り組む必要がある。 

また、上記措置のほかに、操業期間や時間等に関する関係漁業者団体

等の取り決め事項を遵守するとともに、ヒラメ種苗の中間育成と適地放

流による積極的な資源の維持増大措置にも引き続き取り組む必要がある。 

 

５．定置網漁業（大型定置、小型定置、張網） 

（１）漁獲の状況 

      定置網漁業では、サケ、サクラマス、ブリ、アジ、ヒラメ、マダイ、

ハタハタなどを主な対象魚種としているが、ＴＡＣ対象種となったクロ

マグロも漁獲している。漁法の特性上、特定の魚種を選択的に漁獲する

ことは困難であり、漁業種として包括的に資源管理に取り組む必要があ

る。 

いずれの魚種もその年の来遊状況によって漁獲量が大きく変動するが、 

    2008 年以降の漁獲量をみると、2012 年（546 トン）と 2015 年（1,104

トン）を除けば、600 トン～700 トン台の安定した漁獲（平均漁獲量 717

トン）で推移しており、近年の漁獲状況を維持する必要がある。 
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（２）資源管理措置 

魚種別資源管理の項で記載した各魚種の資源管理目標及びそれを達

成するための取組内容に従い、漁業調整規則、漁業権行使規則を遵守す

るとともに、自主的措置として重点的に休漁期間の設定に取り組む必要

がある。さらに、資源水準の低下が顕著となっているクロマグロも漁獲

されることから、別途クロマグロを対象とする休漁期間の設定等の強度

資源管理に取り組む必要がある。 

また、上記措置のほかに、ヒラメ種苗の中間育成と適地放流、間口の

拡大などその他の資源の維持増大措置にも引き続き取り組む必要があ

る。 

なお、近年の定置網漁業の漁獲量は高位で安定しているが、これはサ

ケの来遊尾数の増加によるところが大きく、今後ともこの状況を維持す

るためには引き続きサケの人工ふ化放流事業に積極的に関与していく

必要がある。 

 

 

６．採貝藻漁業 

（１）漁獲の状況 

      主に、イワガキ、アワビ、サザエ、ナマコ、モズク、アラメなどを時

期に応じて選択的に漁獲しているが、漁獲対象種によって操業期間や時

間の制限など地先の漁業者間の取り決めがあり、対象種毎の資源管理で

は複雑多岐に亘るため魚種別の資源管理は事実上困難であることから、

漁業種として包括的に資源管理に取り組む必要がある。 

漁獲量は 2000 年～2005 年までは 200 トン台、2006 年～2010 年までは

300 トン台となったが、その後、減少傾向に転じ、2017 年には 122 トン

となった。この急激な減少の主因はイワガキの漁獲量の大幅な減少にあ

る。 
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（２） 資源管理措置 

イワガキ採取  

魚種別資源管理の項で記載したイワガキの資源管理目標及びそれを達

成するための取組内容に従い、漁業調整規則、漁業権行使規則を遵守す

るほか、自主的措置として重点的に休漁期間の設定に取り組む必要があ

る。また、上記措置のほか、殻長制限（全高 10cm 以下）や各地区の漁獲

量制限（箱数規制）、小型貝の混獲が多い場所の回避を徹底するほか、地

先の漁業者間の取り決めの遵守などその他の資源の維持に必要な措置に

も引き続き取り組む必要がある。さらに、急激な漁獲量減少の背景にあ

る要因を明らかにし、新たな措置を検討し実施に移す必要がある。 

 

イワガキ以外の採取 

アワビ、サザエ、ナマコ、海藻類等の重要資源を持続的に利用するた

め、漁業調整規則、漁業権行使規則を遵守するほか、自主的措置として

重点的に操業時間の上限設定に取り組む必要がある。 

また、上記措置のほか、地先の漁業者間の取り決めの遵守や、アワビ

稚貝の放流などその他の資源の維持増大措置にも引き続き取り組む必要

がある。 

 

第３ その他 

 本資源管理指針に従い、関係する漁業者等が資源管理計画を定めた場合には、

同計画に記載される資源管理措置について各関係漁業者は確実に履行すること

が必要であるため、山形県水産資源管理協議会は、別紙に記載する手段を用い、

その履行を適切に確認することとし、各関係漁業者は、同協議会の行う履行確

認に積極的に協力しなければならない。 

 また、履行確認については漁獲量把握システム（漁獲量トレースシステム）

も併せて活用することとする。 
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 なお、各関係漁業者は休漁期間中も含め、資源管理を側面から支え、より効

果のある取組みにするため、ヒラメ、アワビ、トラフグの種苗放流、イワガキ

の増殖礁の設置などにより資源の培養を図るとともに、水質の保全、藻場の保

護・造成、森林の保全等による漁場環境の保全活動にも参画し、また経営の合

理化や改善、事業の共同化等、漁業経営基盤の強化にも積極的に取り組む必要

がある。 

 

 



別紙 

資源管理措置の履行確認手段について 

 

 各漁業者の行う資源管理措置の履行確認に当たっては、下記左欄の各資源管理

措置ごとに、右欄に掲げる各手段を用いることとし、併せて漁獲量把握システム

を活用するものとする。 

 

資源管理措置 履行確認手段 

休漁日、休漁期間の設定 以下のいずれか又は組み合わせ 

・ 漁獲成績報告書 

・ 仕切り書(市場取扱データ、荷受伝票等) 

・ 船別日別水揚一覧表 

・ 魚種別漁獲月報一覧表 

・ 各地区代表者の確認簿・証明書 

操業時間の上限設定 ・各地区代表者の確認簿・証明書 

※当指針に基づき、資源管理措置に取り組むものであって、資源管理・漁業所得補償

対策により共済支援を受けるものは、上記履行確認手段に記載される確認資料の提出

を必須とする。 


